
- 1 -

中小企業の特定ものづくり基盤技術の高度化に関する指針（抜粋）

（十八）めっきに係る技術に関する事項

１ めっきに係る技術において達成すべき高度化目標

我が国製造業の国際競争力の強化及び新たな事業の創出を図るために

は、めっきに係る技術（以下単に「めっき技術」という ）を有する川。

上中小企業者（以下「めっき事業者」という ）は、川下製造業者等の。

ニーズを的確に把握し、これまでに培ってきた技術力を最大限に活用す

るとともに、当該ニーズにこたえた研究開発に努めることが望まれる。

川下製造業者等の抱える課題及びニーズ並びにそれらを踏まえた高度化

目標を以下に示す。

（１）燃料電池に関する事項

①川下製造業者等の抱える課題及びニーズ

燃料電池は、使用される電解質の種類により固体高分子形燃料電池

（ＰＥＦＣ 、りん酸形燃料電池（ＰＡＦＣ 、溶融炭酸塩形燃料電池） ）

（ＭＣＦＣ 、固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）に分類される。燃）

料電池は、近年市場化に向けて大きく進展しているが、ＰＥＦＣ、Ｐ

ＡＦＣ、ＭＣＦＣ及びＳＯＦＣそれぞれの特徴をいかした用途開発が

進められつつある中で、燃料電池における技術開発において、以下の

課題が具体化してきている。

ア．低コスト化

イ．長寿命化

ウ．高機能化

②高度化目標

、 、 、燃料電池の主な構成要素は 電極 電解質及びセパレーターであり

それぞれの部材のほか、水素フィルター等にもめっき技術が使用され

ている。①を踏まえためっき技術の高度化目標は、以下のとおりであ

る。

ア．白金等希少金属の使用量削減のためのめっき技術の改良及び向

上並びに当該白金等希少金属に代替する材料によるめっき技術の

開発

イ．耐食性の付与及び向上

ウ．エネルギー効率及び信頼性の向上

エ．電気伝導性の付与及び向上

（２）ロボットに関する事項

①川下製造業者等の抱える課題及びニーズ
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これまでロボットは、いわゆる「産業用ロボット」として産業界、

特に製造の現場である工場において利用されてきた。しかし今後は、

ロボットが活躍する場を非製造業分野や民生分野に拡大していくこと

が期待されている。また、産業用ロボットについても、製造業の生産

形態が少品種大量生産から多品種変量生産へシフトしたことにより、

柔軟性のある組立て工程に対応し、人間と協働できる次世代の産業用

ロボットの導入が必要とされており、技術開発とともに、ロボットの

信頼性や安全性を更に確立するための技術的な課題を解決することが

必要である。

ロボットを構成する部材のうち、表面部材・骨格用構造材、駆動部

部材・駆動用構造部材及び制御装置・センサー部材等の随所にめっき

技術が使われているが、これらのめっき技術に関し、以下の課題が具

体化してきている。

ア．信頼性及び安全性の向上及び確立

イ．ダウンサイジングに資するめっき技術の向上及び開発

②高度化目標

①を踏まえためっき技術の高度化目標は、以下のとおりである。

ア．装飾性の向上並びに耐摩耗性及び耐久性の付与及び向上（主に

表面部材・骨格用構造材を対象とする ）。

イ．電気伝導性、耐摩耗性、耐食性、耐熱性及び潤滑性の付与及び

向上（主に駆動部部材・駆動用構造部材を対象とする ）。

ウ．電気伝導性、密着性、はんだ付け性、耐食性、耐摩耗性及び抵

抗特性の付与及び向上（主に制御装置・センサー部材を対象とす

る ）。

（３）情報家電に関する事項

①川下製造業者等の抱える課題及びニーズ

「新三種の神器」として市場を広げている情報家電が、さらに消費

者のライフスタイルのイノベーションをもたらすためには、ブロード

バンドや携帯電話等の通信インフラとの融合が必要とされており、そ

のため、情報家電の基盤となる次世代半導体技術、液晶パネルや音声

認識・センサーデバイス等の入出力デバイスの低消費電力・高機能化

技術、大容量コンテンツを扱うことを可能とする光ストレージ・光ネ

、 。ットワーク技術 組込みソフトウェア等の技術開発が求められている

情報家電においては、半導体関連部材、素子・センサー部材、光学

部材、記録部材及び実装部材等の随所にめっき技術が使われている。

これらのめっき技術に関し、以下の課題が具体化してきている。
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ア．半導体本体及び半導体基板の高機能化

イ．ダウンサイジングに資するめっき技術の向上及び開発

②高度化目標

①を踏まえためっき技術の高度化目標は、以下のとおりである。

ア．電気伝導性、密着性、はんだ付け性及び耐擦傷性の付与及び向

上（主に半導体関連部材を対象とする ）。

イ．電気伝導性、低接触抵抗、耐食性、はんだ付け性、耐摩耗性及

び抵抗特性の付与及び向上（主に素子・センサー部材を対象とす

る ）。

ウ．光反射性及び反射防止性の付与及び向上（主に光学部材を対象

とする ）。

エ．磁性の付与及び向上（主に記録部材を対象とする ）。

オ．装飾性、耐候性、難燃性及び電磁波シールド性の付与及び向上

（主に実装部材を対象とする ）。

カ．その他性能（膜厚精度、膜硬度、高集積化、高積層化、高平滑

化）の向上

（４）自動車に関する事項

①川下製造業者等の抱える課題及びニーズ

自動車に対する燃費規制、排ガス規制等の環境規制は逐次強化され

ており、自動車産業では、環境配慮技術が事業者の競争力を大きく左

右する状況となっている。また、電子制御技術やＩＴＳ等自動車にお

けるＩＴ利用を高める技術が、安全性能、快適性能、環境性能等を飛

躍的に高めることにより、大きな市場に発展する可能性がある。

自動車においては、エンジン部分、電装品・電子部品及び計器類、

駆動・伝導及び操縦装置部品、懸架・制動装置部品、車体部品・用品

等、随所にめっき技術が使われている。これらのめっき技術に関し、

以下の課題が具体化してきている。

ア．電装部品及び電子部品における半導体デバイスの高機能化

イ．ダウンサイジングに資するめっき技術の向上及び開発

ウ．外板、内板、ピストン及びエンジン部品等の長寿命化

エ．環境配慮に資するめっき技術の開発

②高度化目標

①を踏まえためっき技術の高度化目標は、以下のとおりである。

ア．耐摩耗性、耐焼付性、潤滑性、耐食性及び防錆性の付与及び向

上（主にエンジン部品を対象とする ）。

イ．電気伝導性、耐食性、防錆性、はんだ付け性、耐摩耗性及び密
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着性の付与及び向上（主に電装品、電子部品及び計器類を対象と

する ）。

ウ．耐摩耗性、耐焼付性、耐食性、防錆性及び潤滑性の付与及び向

上（主に駆動・伝導及び操縦装置部品を対象とする ）。

エ．耐食性、防錆性、耐摩耗性及び耐焼付性の付与及び向上（主に

懸架・制動装置部品を対象とする ）。

オ．耐食性、防錆性、耐摩耗性及び装飾性の付与及び向上（主に車

体部品及び車体用品を対象とする ）。

カ．鉛、六価クロム及びシアンを用いないめっき技術の改良及び開

発

２ めっき技術における高度化目標の達成に資する特定研究開発等の実施

方法

１に示しためっき技術に対する川下製造業者等の課題及びニーズをみ

ると、プリント回路基板や半導体本体等のダウンサイジングや、部材性

能の高機能化等のための、既存のめっき技術によって付加される機能の

更なる高度化が求められている。高度化が求められている具体的な機能

としては、電気伝導性、耐食性、耐熱性、耐摩耗性、潤滑性、密着性及

びはんだ付け性等が挙げられる。

また、国際的に環境に影響を及ぼす化学物質の使用が禁止される方向

にある中で、環境配慮についても、めっき事業者が取り組んでいかなけ

ればならない重要な課題となっている。具体的には、欧州におけるＲｏ

ＨＳ（Restriction of the Use of Certain Hazardous Substances in

Electrical and Electronic Equipment）指令及びＥＬＶ（End of Life

Vehicles）指令による規制を始め、中国版ＲｏＨＳ（電子情報製品汚

染防止管理弁法）等、各国における有害物質フリーの要請により、六価

クロムや鉛等を含む電気電子機器等の製造、販売及び流通が禁止される

こととなり、かかる規制に対応した技術が求められている。例えばクロ

ムめっきは、耐食性や耐摩耗性に優れるため、電気電子機器等の様々な

部品に使用されているが、六価クロムの残留リスクがあることや、めっ

き作業従事者の労働安全を確保する必要があることから、めっき事業者

には、六価クロムフリーのめっき技術の開発が求められている。また、

鉛については、鉛とスズとの合金であるはんだが接合材料として広く使

用されているが、はんだとしての基本的性能（はんだぬれ性、接合信頼

性及び耐ウィスカ性）を有する鉛フリーはんだめっきの技術の開発が求

められている。さらに、鉛は無電解ニッケルめっきにおいて添加剤とし
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て使用されるが、めっき皮膜へ共析することから、鉛フリーのめっき薬

、 、液の開発等 最終製品及びその廃棄物の含有物質を考慮するだけでなく

製造工程においても、有毒物質や環境汚染物質を用いないプロセスの開

発が求められる。

これらを踏まえると、めっき技術に求められている研究開発は、ダウ

ンサイジング、高機能化及び環境配慮に資する研究開発に集約される。

（１）ダウンサイジングに対応した研究開発の方向性

①微細加工に資するめっき技術の開発

樹脂表面改質及び金属イオンの吸着を利用した微細配線の形成に資

するめっき技術の研究開発

②高密度実装の実現に資するめっき技術の開発

三次元実装に資するめっき技術の研究開発

③超微小な部品や超微細形状に組成や厚さを制御した任意の金属を析

出させるめっき技術の開発

ＭＥＭＳの製造に適用可能な、めっき技術及び電鋳めっき技術を用

いたマイクロマシニング技術の研究開発

（２）高機能化に対応した技術開発の方向性

①めっき皮膜性能の向上に資するめっき技術の開発

． 、 、 、ア 多機能な部品に対応できる機械的特性 磁気特性 電気的特性

触媒性能、放熱性等様々な新規性能を付与するためのめっき技術

の研究開発

イ．皮膜の耐食性、耐摩耗性、密着性等の向上を目指しためっき技

術の研究開発（環境配慮のための代替技術開発を含む ）。

②成膜技術の改良に資するめっき技術の開発

ア．部材の高集積化に対応した複雑形状の材料の表面に均一に薄膜

を形成するためのめっき技術の研究開発

イ．生産性の向上やめっき浴の組成変化による膜質の不安定性の改

善等を目的としためっき皮膜形成の高速化に資するめっき技術の

研究開発

（３）環境配慮に対応した技術開発の方向性

①製品中の有害物質フリーに資するめっき技術の開発

ア．六価クロム及びシアンを用いないめっき技術の開発

イ．鉛を用いないめっき薬液に関する研究開発

②めっきに係るプロセスの環境負荷低減に資するめっき技術の開発

廃液の削減、有害化学物質を使用しないめっきプロセスに関する研

究開発
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３ めっき技術における特定研究開発等を実施するに当たって配慮すべき

事項

（１）川上中小企業者において留意すべき事項

①研究開発体制に関する事項

めっき技術は、川下製造業者等のニーズに対応して進歩しているこ

と、かつ設備メーカー、薬液メーカー等の協力によって成立している

ことから、研究開発体制の構築に当たっては、めっき事業者が単独で

めっき技術に係る研究開発等を進めるだけでなく、めっき技術にかか

わる産業が連携することも考慮すべきである。また、研究開発内容に

独創性を持たせ、かつ研究開発速度を高めるためには、事業者間の連

携に加え、公的研究機関や大学等の学識者と連携することも考慮すべ

きである。

②人材の確保・育成に関する事項

めっき事業者は、めっき技術の魅力や重要性の普及・啓発及び広報

の工夫等を行うとともに、大学、高等専門学校、工業高校等からイン

ターンシップによる学生の受入れを促進する等、若い技術者の確保に

努める必要がある。また、若い技術者の確保と併せ、熟練工等経験を

有する優れた技術者の確保も重要である。人材の育成に当たっては、

ＩＴ等により技術に関する暗黙知をデータベース化し、これを活用す

ることにより、若い人材の技術や技能の向上に努めるとともに、ニー

ズを有する川下製造業者等との人的交流について検討することも重要

である。また、業界誌や専門誌の購読、論文や特許の参照、関連する

学会やシンポジウムへの参加等を通じ、川下製造業者等の課題やニー

ズを把握できるような総合的な知識を有する人材を育成することも重

要である。その他、退職者等の人材の国内における活用も検討すべき

である。

③技術及び技能の継承に関する事項

めっきは化学反応による加工であるため、そのプロセスを機械化・

自動化することが容易である。しかしながら、川下製造業者等のニー

ズに対応した研究開発を進める上では、めっき技術に係る化学反応を

正確に理解する必要があること、また、めっき浴を適切に管理しなが

ら、めっきの対象となる材料や部品の表面形状、その回転方法等、様

々な条件を考慮しなければならない等、個別の技術者の知見や技能に

依存することも多いことから、川上製造業者等は、めっき技術や技能

を若い技術者に継承させる際には、かかる知見や技能についても正確
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に継承させるよう留意すべきである。なお、技術や技能の継承に当た

っては、個々のめっき事業者が自主的に努力をするとともに、関連す

る業界団体、公設試験研究機関が実施するめっき技術コンクール等の

機会を活用してめっき技術や技能の向上とその継承に努めることが求

められる。

④設備投資に関する事項

めっき事業者は、川下製造業者等のニーズに対応しためっき技術の

開発に必要な設備投資を、戦略的に実施していくよう留意すべきであ

る。具体的には、自社でめっき皮膜性能をチェックできるよう、皮膜

の分析、観察及び評価のための装置等の導入等が挙げられる。

⑤資金の確保に関する事項

川下製造業者等のニーズに対応しためっき技術の研究開発を進める

には、設備投資が必要となる場合があるが、民間金融機関から資金を

。 、 、調達することが容易ではない場合がある このため めっき事業者は

国や地方公共団体による支援制度、政府系金融機関による低利融資制

度等を有効に活用するとともに、顧客である川下製造業者等との連携

や、組合を通じた共同出資等により必要な設備投資を行うことも考慮

すべきである。

⑥知的財産に関する事項

めっき事業者は、持続的かつ戦略的な経営を行うために、自社が有

するめっき技術に関する知的財産を認識し、自らの経営基盤として位

置付けるべきである。

⑦支援制度の有効活用に関する事項

めっき事業者は、技術開発を行う上での資金、知的財産に関する知

識、人材等の不足を補うため、各自治体に所在する産業振興財団の支

援制度等を有効に活用することを考慮すべきである。

⑧低コスト化に関する事項

燃料電池、ロボット及び情報家電といった新たな産業分野では、製

、 。品の実用化や市場の拡大を図る上で 低コスト化が課題となっている

めっき事業者においても、川下製造業者等のニーズに応じ、低コスト

化への取組についても、可能な限り検討すべきである。

（２）川下製造業者等において配慮すべき事項

①取引慣行に関する事項

川下製造業者等では、自社のニーズに対応するためのめっき事業者

の研究開発に対して、技術開発が成功した際に、成功報酬として対価

を支払うという取引慣行がみられるが、めっき事業者の独創性をいか
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し、より高い技術開発目標を実現するためには、技術開発という行為

自体に対価を支払うという取引慣行についても、可能な限り検討すべ

きである。

②必要な情報の提供に関する事項

めっき事業者の多くは、川下製造業者等から提示される図面に示さ

れた仕様に基づき、精確に部品等を加工することが求められてきた。

このため、めっき事業者には、自社が加工した部品等の最終製品にお

ける用途について情報が提供されず、自社が提供するめっき技術が付

与する機能の改善の方向性、さらには川下製造業者等が求める技術の

、 。 、方向性を的確に判断し 把握することができない状況にあった 一方

先端的な分野では、技術の専門化や高度化が進んでいるため、川下製

造業者等においても、単独で技術開発の方向性を見出すことは難しく

なっており、川下製造業者等とめっき事業者との研究開発等における

連携が重要となってきている。このため、川下製造業者等は、自社の

ニーズに対応した研究開発をめっき事業者に行ってもらうため、必要

な情報を積極的に提供していくよう配慮すべきである。

③知的財産に関する事項

川下製造業者等は、めっき事業者と共同で研究開発等を行う場合に

は、事前に知的財産権の帰属、使用範囲等について明確に取決めをす

べきである。その際、めっき事業者の知的財産を尊重すべきである。


